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○新 農村地域再生可能エネルギー活用推進事業

平成 24 年度当初予算額 17,734 千円（うち一財 5,900 千円）

 目 的

 農業分野での温暖化対策として、農業水利施設を活用した再生可能エネルギーの導入促進

 増高する農業水利施設の維持管理費用の軽減

 東日本大震災を契機とした、災害に強いエネルギーの地産地消システムの構築（農村の活性化）

 農村地域に存在する未利用の再生可能エネルギーを太陽光発電、小水力発電により活用

 Ｈ２４年度事業体系・内容

1. 重○新 農村資源の活用による「近いエネルギー」実証調査事業 5,900 千円（うち一財 5,900 千円）

① モデル地区での土地改良区等を中心とした地域住民（世代をつなぐ農村まるごと保全向上対策

の活動組織を想定）との協働活動によるエネルギーの地産地消システムの構築に向けた仕組み

の検討と、住民協働の維持管理や農村活性化に資する取組等の先進事例の調査（1,000 千円）

② 調整池水面等を活用した新たな太陽光発電施設の検討（2,450 千円）

③ モデル地区における小水力発電施設の概略設計（2,450 千円）

2. 緊○新 農村地域再生可能エネルギー活用可能地点調査事業 11,834 千円（緊急雇用創出事業）

• 小水力発電施設導入可能地点調査（7,035 千円）

• 出力 3kW 以上の施設導入が目標（一般家庭 5戸分の電力相当）

• 農業水利施設で｢施設落差ｈ×利用水量Ｑ≧0.5m･m3/s」の条件を満たす地点を調査

• 施設管理者への聞き取り調査、図上調査、現地確認（簡易な測量を含む）を実施

• 調査内容は「落差」、「利用水量」、「需要施設や電力系統等の周辺状況」等とし、発電ポテ

ンシャルを算出

• 太陽光発電施設導入可能地点調査（3,570 千円）

• 出力 28kW 以上の施設導入が目標（一般家庭 5戸分の電力相当）

• 国、県、市町あるいは土地改良区が有する土地改良施設用地、施設屋上、調整池水面、の

り面等で、まとまりのある 400m2 以上のスペースを調査

• 調査内容は「面積」、「周辺状況（採光条件）」、「需要施設や電力系統等の周辺状況」等と

し、発電ポテンシャルを算出

• データベース作成（1,229 千円）

• ①②の調査結果および過年度の調査結果を GIS データベース化

• 施設の位置情報、落差・流量・用地面積等の必要情報、発電ポテンシャル等を登録

 これまでの検討経過

 Ｈ２０年度（小水力の検討）※県：単独

• 県営造成施設、自然流下水系を対象に可能性調査を実施（11 改良区、23地点）

• ４モデル地区を選定し、概略設計を実施（合計約 900MWh の発電ポテンシャル）

 Ｈ２１年度（小水力の検討）※県土連：補助

• ４モデル地区の経済性の検討を見直し、うち１地区は概略設計見直し

• 1 改良区、2 地点で可能性調査を実施

 Ｈ２２年度（小水力・太陽光の検討）※県土連：補助

• 県営施設を対象に、4 改良区、19地点で小水力の可能性調査を追加実施

• うち２地点を新たにモデル地区に選定（合計約 420MWh の発電ポテンシャル）

• 水茎干拓地区で太陽光・小水力の検討を開始 （※改良区：補助）

 Ｈ２３年度（小水力・太陽光の検討）※改良区：補助

• 水茎干拓地区、鴨川流域地区で太陽光・小水力の概略設計を実施

 経済的に見込みのある小水力６地点での発電ポテンシャルは約 1,320MWh（一般家庭 264 戸の消費電

力量相当、CO2 約 726ton 削減）



集落の水路集落周辺の
調整池水面等

身近な再生可能エネルギー

集落内での電力の活用

活用方法は集落で検討

太陽光 小水力

農村地域再生可能エネルギー活用推進事業
～近いエネルギーとして農業水利施設の利活用～

●農村の活性化(集落機能強化）

土地改良区が管理する施設の利活用

幹線水路

農業水利施設への電力供給

売電により施設維持管理費への充当も

●可能地点の調査
●事業モデルの検討

事業内容 ●可能地点の調査

導入の目的 ●農業の低コスト化（農業者の負担軽減）

施設建屋・用地

集会所 防犯灯

太陽光 小水力

揚水機場 取水ゲート



滋賀県低炭素化技術開発・実証化補助金の募集について

滋賀県商工観光労働部新産業振興課

滋賀県では、 「滋賀エコ・エコノミープロジェクト（しが炭素基金）」に参加し、その支援を受けて県

内の中小事業者等が自ら行う、低炭素社会の実現に係る新製品や新技術に関する研究開発、試作開発（以下、

「技術開発」という。）や実証化を促進し、新分野への進出、新産業の創造等に資するため、「滋賀県低炭

素化技術開発・実証化補助金」を設け、県内中小企業者等が行う新製品、新技術の開発に必要とされる原材

料費、機械装置等の経費に対して、その一部を助成します。

つきましては、平成２４年度における補助事業にかかる開発計画の募集を平成２４年４月１２日(木)より

行いますのでお知らせします。

記

●対象技術分野

社会の低炭素化に資する技術全般

●補助対象者

滋賀県内に事業所を有し、技術開発や実証化を県内で行う中小企業者等。ただし、本補助金に開発計画

を申請するまでに「滋賀エコ・エコノミープロジェクト（しが炭素基金）」に参加している者。

●補助対象事業

１．技術開発ステージ

十分な調査研究と基礎研究の結果をもとに行う新技術の実用化や新製品の試作等のための開発

２．実証化ステージ

新技術や新製品の事業化又は商品化のための試験、分析、検査、評価等

●補助対象者の種別

１．単独研究型 ・・・ 中小企業者等が単独でおこなうもの

２．共同研究型 ・・・ 中小企業者等が共同研究体を構成しておこなうもの

※「共同研究体」とは、中小企業者等と、大学等の２者以上によって構成される連携体で、共同研究契約書

等で研究開発の役割分担等の取り決めのあるものを指します。

●補助限度額（採択総額２，４９０万円）

技術開発ステージ １００万円以上～１，０００万円以内

実証化ステージ ４９０万円以内

●補助率 （単独研究型） 補助対象経費の１／２以内

（共同研究型） 補助対象経費の２／３以内

※ 本補助金は競争的資金です。したがって、応募者すべてが採択されるわけではありません。

※ 補助金の交付額は、審査結果や県の予算等により申請額から減額することがあります。

●受付期間

平成２４年４月１２日(木)～平成２４年５月８日(火) １２：００（正午）必着

（本補助金に申請を検討されている方は、申請前に「滋賀エコ・エコノミープロジェクト事務

局」にご相談してください。）



●提出先

滋賀県商工観光労働部新産業振興課（県庁東館２階）

〒520-8577 大津市京町四丁目１番１号 TEL: 077-528-3794

※ 募集案内および申請様式等は、県庁新産業振興課のホームページよりダウンロードできます。

http://www.pref.shiga.jp/f/shinsangyo/low-carbon/boshu.html

●問い合わせ先

○補助金全般 滋賀県商工観光労働部新産業振興課 TEL: 077-528-3794

○技術的内容 滋賀県工業技術総合センター

（栗東） TEL: 077-558-1500 （信楽）TEL: 0748-82-1155

滋賀県東北部工業技術センター

（長浜） TEL: 0749-62-1492 （彦根）TEL: 0749-22-2325

○低炭素社会の 滋賀県琵琶湖環境部温暖化対策課

実現の取組 TEL: 077-528-3493

●滋賀エコ・エコノミープロジェクト（しが炭素基金）の参加について

滋賀エコ・エコノミープロジェクト事務局

〒520-0806 大津市打出浜13番 15号 笹川ビル 4階7号室

TEL: 077-526-8777
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